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 評価点の付与方法
【判定方式】
評価項目の項目別配点は、評価指標により
優／良／可／不可（不採用）／減点（不採用）
を判定し、判定結果に応じ次のとおり付与す
る。
評価項目（品質管理、品質管理、環境
対策（騒音対策））については、各提案ごとに
判定し、平均値により評価する。
工事目的物の性能・機能に関する事項
 品質管理
・技術評価点（30点）優30点・良15点・可
０点・不可（不採用）０点・減点（不採
用）－75点

 品質管理
・技術評価点（30点）優30点・良15点・可
０点・不可（不採用）０点・減点（不採
用）－75点

社会的要請に関する事項
 環境対策（騒音対策）
・技術評価点（10点）優10点・良５点・可
０点・不可（不採用）０点・減点（不採
用）－25点

 安全管理
・技術評価点（30点）優30点・良15点・可
０点・不可（不採用）０点・減点（不採
用）－75点
【評価例（品質管理）】
Ａ社の技術提案項目に対する提案(２提案)
の各評価点が30（優）・15（良）の場合
当該技術提案項目に対する技術評価点＝45
（点）／２（提案可能数）＝225点
Ｂ社の技術提案項目に対する提案(１提案)
の評価点が30（優）の場合
当該技術提案項目に対する技術評価点＝30
（点）／２（提案可能数）＝15点
Ｃ社の技術提案項目に対する提案(１提案)
の各評価点が15（良）・－75（減点）の場
合
当該技術提案項目に対する技術評価点＝
75（点）／２（提案可能数）＝375点

 技術提案の履行に関する事項 受注者の責
により、入札時の提案内容を満足できない場
合は、その程度により請負工事成績評定点を
最大10点減点及び契約書に基づく請負代金額
の減額を行う。また、契約違反としての措置
を講ずる場合がある。
 本工事の総合評価提案資料の提出にあたっ
て、標準案の内容に対し提案した方法で施工
しようとする場合は、その内容を示した総合
評価提案資料を提出すること。提案した方法
が適正と認められない場合に、標準案に基づ
いて施工する意思がある場合は、総合評価提
案資料においてその意思を表示すること。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格確認結果の通知に併せて通
知する。なお、競争参加資格確認結果の通知
において、技術提案による競争参加資格を認
められた者は、当該提案に基づく入札を行い、
標準案（設計図書）に基づいて施工しようと
する者又は技術提案による競争参加資格を認
められなかった者（技術提案の一部が不採用
の場合を含む）は、競争参加資格確認結果通
知書に基づく入札を行うことを条件とし、こ
れに違反した入札は無効とする。ただし、技
術提案が不採用の場合に入札を辞退する場合
は、入札辞退届（入札説明書 様式４）を
入札の締切日前に提出するものとする。
 技術提案にあたっての留意事項 技術提案
の作成にあたっては、特記仕様書、設計図書
等に記載の制約条件等を十分に確認のうえ作
成すること。条件を満足しない提案について
は、不可又は減点とする。

 申請書等の提出期間、場所及び方法等
入札参加希望者は、建設業法施行規則（昭
和24年建設省令第14号）第21条の４に規定す
る総合評定通知書の写し（最新のものであっ
て、審査基準日が、入札日の１年７月前の日
以後のものに限る）、技術資料、技術評価資
料、総合評価提案資料及び競争参加資格確認
申請書、参加希望者が共同企業体を構成する
場合の共同企業体協定書案（以下「申請書等」
という。）を提出するものとする。なお、技術
資料、技術評価資料及び総合評価提案資料は、
入札説明書に基づき作成するものとする。
 提出期間 令和４年８月１日（月）から
令和４年９月15日（木）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日10時00分から16時
00分まで。
 提出方法 電子入札システムにより提出
すること。ただし、電子データの容量が合
計２ＭＢを超える場合は郵送（書留郵便に
限る）または当社ホームページにより、契
約責任者に届出を行った場合は、記４

 落札者の決定方法 総合評価提案資料に記
載された内容の評価による技術評価点に係数
αを乗じた値と契約制限価格の範囲内にある
入札書の価格により算定される価格評価点に
05を乗じた値とを加算した総合評価点の最
も高い者を落札者とする。
総合評価点数の算出方法は、以下のとおり
とする。
 総合評価点：（技術評価点×α）＋（価
格評価点×05）
αの値は「02」とする。

 技術評価点：各評価項目における項目別
配点の合計点（満点100点）
 価格評価点：０（０≦Ｐ＜05Ｌ）
（（Ｐ／Ｌ×100）－50）／（Ｘ／Ｌ－05）
（05L≦Ｐ＜Ｓ）
100200（Ｐ/Ｌ－Ｘ/Ｌ）（Ｓ≦Ｐ≦10

Ｌ）
ここに、Ｐ：入札書に記載の価格（入札
価格） Ｌ：契約制限価格 Ｘ：調査基準
価格以上の最低入札価格 Ｓ：調査基準価
格

ただし、入札価格が全て調査基準価格を
下回る場合は、Ｘ／ＬをＳ／Ｌとする。

 上記において、総合評価点の最も高い者
が２者以上あるときは、くじ引きにより落札
者を決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒1056011 東京都港区虎ノ門
４３１城山トラストタワー11Ｆ
中日本高速道路株式会社 東京支社 総務
企画部 契約課 電話0357765600（代表）
ＦＡＸ0357765260

 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札参加希望者には、入札説明書、入札公
告の写し、契約書案、入札者に対する指示書、
図面、仕様書、単価表及び割掛対象表（以下
「設計図書等」という。）を交付する。なお、
割掛対象表参考内訳書も同様とする。
 交付期間 令和４年８月１日（月）から
令和４年11月11日（金）まで。
 交付場所 記４に同じ。
 交付方法 当社ホームページにデータを
アップロードして交付する。
（ＵＲＬ：https://contract.c-nexco.co.jp/

auction_info/）
なお、データのダウンロードにはパス

ワードが必要となり、パスワードは電子入
札システムの個々の調達案件概要（備考欄）
に掲載する。
また、電子入札システムを導入していな
い入札参加希望者に対してもパスワードを
通知するので、データのダウンロードを希
望する場合は担当部局まで問い合わせする
こと。
入札公告及び設計図書等は、訂正・取消を
する場合があり、訂正・取消を行ったときは、
当社ホームページにて掲載する。

に関する指針」や中央労働災害防止協会、
建設業労働災害防止協会などの業界が定
めるガイドラインの導入とする。ただし、
受注者独自の社内システムを構築してい
る場合は、その活動も可能とする。
注２）当該工事においては、契約後に工事
中事故防止対策（安全に関する新技術）
を求め、工事着手前に提出を行い、審査・
採否を決定することとしている。
このため、工事中事故防止対策（安全
に関する新技術）である、ＩＣＴ（情報
通信技術）・IoT（モノのインターネッ
ト）・ＡＩ（人工知能）等のセンシング
技術・モニタリング技術を活用した工事
中事故防止対策の提案は、本技術提案に
含めてはならない。
技術提案の評価指標は下記のとおりとす
る。
優：技術提案が適切であり、優れた工夫が
みられる。
良：技術提案が適切であり、工夫がみられ
る。
可：技術提案は適切であるが、「優・良」に
該当しない。
不可（不採用）：技術提案が求めた内容に
合致していない、又は、提案内容が不適
切である。
減点（不採用）：明らかに設計図書で定め
られている事項に反する提案である。
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